
社会資本総合整備計画　事後評価

（第２期）地震・津波等災害に備えた減災まちづくりの推進（防災・安全）

令和４年２月

大分県佐伯市



（第２期）地震・津波等災害に備えた減災まちづくりの推進（防災・安全）（重点計画）

平成31年度（令和元年度）　～　令和２年度　（２年間） 大分県佐伯市

１．津波避難施設整備重点地域において、避難者が緊急且つ安全に避難でき一時的に滞在することが可能な避難地スペース（平場）をH33末までに9,100㎡以上に増加させる。
２．防災情報伝達の強化を図るため、防災・行政ラジオの配布率を80％に増加させる。
３．地域防災活動の基盤となる自主防災組織の組織率を100％に増加させる。

○事後評価の実施体制、時期

１．交付対象事業の進捗状況

交付対象事業

Ａ1　基幹事業

事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H31R1 R2 R3 R4 R5

A13-001 都市防災 一般 佐伯市 直接 606

合計 606

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 0

全体事業費

３．自主防災組織の結成率 90% 95%

国勢調査による世帯数：
29,574世帯

9,100㎡以上約6,200㎡

606百万円

　事後評価の実施体制

（事業箇所）

１．津波避難施設整備重点地域において、避難者が緊急且つ安全に避難でき一時的に滞在することが可能な避難地スペース（平場：㎡）

事業者

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
0百万円

市町村名

津波避難タワー１基、人工高台１箇所 佐伯市

全体事業費
（百万円）

定量的指標の現況値及び目標値

２．防災・行政ラジオの一般家庭への配布率を算出
　（ラジオの配布率）＝（目標とする配布世帯数）／（平成27年国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）の世帯数）

9,100㎡以上

　本市独自に実施
　※計画の成果目標（定量的指標）を基に実績値の数値と比較し、評価を行う。

（H31R1当初） （R1末） （R2末）

公表の方法

Ｂ

100%

佐伯市は、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に指定されており、今後３０年以内に７０％から８０％で発生するとされている南海トラフ巨大地震（マグニチュード９．１）では、市内で最大震度６強、最大津波高は１
３．５ｍと想定されている。この南海トラフ巨大地震への対応を喫緊の課題として捉え、最終的には、大分県地震津波被害想定調査結果（２５年３月）で示された「減災対策による軽減効果（市内における死者数約８千５百人
を１桁の人数に抑制）」の実現を目標に、避難施設等の整備と併せ早期避難行動の徹底を図る。あわせて、同地震発生時には、最大で２万９千人の住民が避難生活を送ると想定されていることから、迅速な避難者支援を行うた
めの体制構築を目指す。
　本計画では人口が密集する市街地の浸水区域を重点的に整備することとし、避難地の整備を行う。避難地の整備については、津波避難施設整備重点地域を指定する中で、高さは十分に確保できるものの地形的な面から平場の
確保が困難な女島山及び長島山の避難地整備と池船地区に避難タワーの整備を行ってきた。また、特定避難困難地域を抽出し、対象地域となる中川、塩屋地区に人工的な高台を造成、女島地区に避難タワーの整備を前計画に引
き続き行い、特定避難困難地域の解消を行い、緊急的な避難場所を確保する。なお、本整備計画の掲載事業は、「佐伯市地域防災計画」及び平成２７年度に策定した「津波避難対策緊急事業計画」に項目・内容等を盛り込み、
整備方針等についての位置づけを図る。

市内地区数：371地区

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

606百万円 Ａ

地域内の計画避難対象人口
8,896人（H27.12時点）

Ｃ

　　定量的指標の定義及び算定式

社会資本総合整備計画　　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　計画の成果目標（定量的指標）

0.0%

要素となる事業名

全体事業費
（百万円）

事後評価の実施時期

地区公共施設等整備（女島地区、中川・塩屋地区）佐伯市

事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名

令和３年度

佐伯市ホームページに掲載

事　　後　　評　　価

54% 70% 80%

0百万円
効果促進事業費の割合

番号

番号



・

・

・

Ⅱ定量的指標の達成状況 9,100㎡以上

11,627㎡

80%

64%

100%

92%

３．特記事項（今後の方針）

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて）

指標３
最終実績値

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

最終目標値

自主防災組織の結成率は92%となった。

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

津波避難施設整備重点地域において、避難者が緊急且つ安全に避難でき一時的に滞在することが可能な避難地スペースについては、11,627㎡となった。

最終目標値

自主防災組織化については、防災備蓄品である食糧や資機材等を自主防災組織が購入する際に市
から補助金を出す制度を創設し、地区へ自主防災組織の結成を促したが、最終目標値に達するこ
とが出来なかった。

最終実績値

防災・行政ラジオの配布については、市報やテレビ放送などによる広報や、申請率の低い地区へ
直接戸別訪問を実施するなど、普及率の向上への活動を実施してきたが、交通手段の無い高齢者
が市役所へ受け取ることが出来ない点や、申請とラジオ受け取りで２度来庁する必要がある点な
どにより目標値より低い実績となった。

最終実績値
指標２

Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の発現状況

津波避難施設整備重点地域内の避難地整備事業を実施する中で、施工箇所の見直しがあり、最終
目標値を超えることが出来た。

指標１

防災・行政ラジオの一般家庭への配布率は64%となった。



（参考図面）地区公共施設整備

交付対象

計画の名称 　（第２期）地震・津波等災害に備えた減災まちづくりの推進（防災・安全）

計画の期間 平成31年度（令和元年度）～令和２年度（２年間） 　大分県佐伯市

【都市防災総合推進事業】

◆避難地整備箇所 ２箇所

●高台造成（中川・塩屋）

●避難タワー整備（女島）

高台造成（中川・塩

≪整備箇所凡例≫

◆避難地整備箇所・・・・・・・・・

◆防災備蓄倉庫整備箇所・・・

黒点線・・・市街地エリア

次ページに拡大図貼付


